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 １．平成１０年３月期の業績（平成９年４月１日～平成１０年３月３１日） 
　（１）経営成績　　　　　　                        　（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

   売 上 高      
    対前期

    増減率
   営業利益     

　　 対前期

　　 増減率
   経常利益     

　　 対前期

　　 増減率

平成10年３月期
平成９年３月期

               百万円     　 ％
      1,147,112       (   0.1)
      1,146,245    　 (   3.0)

             百万円        ％
      368,672       (△ 3.1)
      380,601       (   0.5)

     　   　 百万円        ％
       61,460       (△ 7.3)
       66,321       (   6.1)

                                                                                                             

   当期利益
対前期
増減率

  １株当たり      

  当 期 利 益      

潜在株式調整後

1株当たり当期利益       

株 主 資 本     

当期利益率

総 資 本     

経常利益率

売 上 高     

経常利益率

平成10年３月期
平成９年３月期

     　  百万円  　 ％
   33,424    (△ 1.5)
   33,949    (  34.7)

       円 　 銭
 14,921 　 47
 15,156    16

        円 　 銭         ％
     7.2
     7.6

        ％
     1.0
     1.1

        ％
     5.4
     5.8

       （注）

             １．期中平均株式数             平成10年３月期    2,240千株                                       

                                            平成９年３月期    2,240千株

             ２．会計処理の方法の変更       該当事項はありません｡                             

                                                                                                             
  （２）配当状況  　                                                                                       

  １ 株 当 た り 年 間 配 当 金                     

中       間 期       末

配当金総額     

（年間）     
配当性向    

株主資本

配 当 率    

平成10年３月期
平成９年３月期

　      円   銭
  5,000   00
  5,000   00

       円   銭
  2,500   00
  2,500   00

　      円   銭
  2,500   00
  2,500   00

         百万円
   11,200
   11,200

           ％
      33.5
      33.0

           ％
        2.3
        2.5

                                                                                                             
 （３）財政状態                                                                                              

総 資 産         株 主 資 本         株 主 資 本 比 率         １株当たり株主資本

平成10年３月期
平成９年３月期

                百万円
       5,959,880
       6,061,444

                百万円
         477,720
         455,690

                    ％
                 8.0
                 7.5

            　円 　銭
       213,267   98
       203,433   33

       （注）

１．期末発行済株式数        平成10年３月期       2,240千株               

                                         平成９年３月期       2,240千株                                      

                 （期末発行済株式は額面株式であり、額面は５万円であります。）

             ２．有価証券の時価と貸借対照表計上額との差額      34,894百万円     

             ３．デリバティブ取引の時価と契約額等との差額            百万円                    

 

２．平成１１年３月期の業績予想（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）                                   

  １ 株 当 た り 年 間 配 当 金                    
  売 上 高        経 常 利 益        当 期 利 益      

中      間 期      末

中間期

通   期

        百万円

  563,500     

1,125,400     

          百万円

　　44,000 

　　63,000     

          百万円

    21,100     

    28,800

      円  銭

 2,500  00　

　　　　　　

      円  銭

 2,500  00

       円  銭

  5,000  00

       
      （参考）１株当たり予想当期利益（通期） 12,857円  14銭                                             



（１）当期および次期の業績の概況

　当期におけるわが国経済は、消費税率改定等の影響により個人消費が落ち込む中、金融

機関等の経営破綻が相次ぐなど、深刻な景気の低迷が続きました。

　このような状況下、当社は安全・安定輸送の確保を第一に、東海道新幹線「のぞみ」の

増発を柱とした利用促進による収入の確保および一層の業務効率化に努めました。また、

東海道新幹線の品川駅新設工事をはじめ、中央新幹線の全線にわたる地形・地質調査、山

梨リニア実験線における走行試験などを着実に進めたほか、ＪＲセントラルタワーズ計画

についても、運営子会社と密接に連携し、着実に推進しました。

上記の結果、当期の営業収益は 1 兆 1,471 億円（前期比 0.1％増）となりましたが、固

定資産税承継特例の期限切れ、鉄道共済年金の厚生年金への統合等に伴う費用増があり、

経常利益は 614 億円（前期比 7.3％減）、当期利益は 334 億円（前期比 1.5％減）となり

ました。

なお、当社株式は、平成９年 10 月８日より名古屋、東京、大阪の各証券取引所市場第

一部および京都証券取引所に上場されました。当社は、これを機にさらなる事業の発展を

図り、株主の皆様のご期待にお応えしてまいる所存でございます。

次に各事業別の状況について報告いたします。

ア．鉄道事業

東海道新幹線につきましては、平成９年 11 月のダイヤ改正において、「のぞみ」を

大幅に増発するとともに、新横浜駅停車を拡大しました。この結果、「のぞみ」のご利

用状況は好調に推移し、全体では輸送量は前期とほぼ同程度を確保しました。

在来線につきましては、平成９年 10 月のダイヤ改正において、中央本線の快速列車

の増発や列車ダイヤの等時隔化により輸送改善を図るなど、一層の利用促進に努めまし

た。この結果、都市圏輸送は堅調に推移しましたが、特急列車のご利用が低調であった

こともあり、輸送量は前期を下回ることとなりました。

安全対策面につきましては、東海道本線函南～新所原間のＣＴＣ（列車集中制御装置）

化、踏切保安設備の改良、ＡＴＳ（自動列車停止装置）への速度照査機能の付加などに

引き続き取り組みました。また、土木構造物の耐震補強工事や「東海道・山陽新幹線第

２総合指令所」の建設工事を進めるとともに、在来線において地震情報伝達システムを

使用開始するなど、大規模災害対策を着実に推進しました。

設備面につきましては、東海道新幹線に 300 系車両を引き続き投入するとともに、300

系の後継車両である 700 系車両について、量産先行試作車を西日本旅客鉄道株式会社と



の共同開発により製作し、走行試験を実施しました。また、在来線の「軌道・電気総合

試験車」の使用開始をはじめ、新幹線主要駅への指定券券売機の設置拡大、新幹線自動

改札機の導入など、業務運営の効率化・省力化を推進しました。さらに、旅客関係設備

のリニューアルを推進するなど、利便性の向上に取り組みました。

東海道新幹線品川駅新設工事につきましては、支障移転工事を進めるとともに、線路

構造物の基礎工事に着手しました。

技術開発につきましては、超電導磁気浮上方式鉄道について、山梨リニア実験線にお

ける走行試験を開始し、最高時速 550 キロメートルでの走行を確認したほか、第二編成

車両の総合調整試験などを着実に進めました。また、高速鉄道の質的向上を目指し、300

Ｘ試験車両による走行試験を引き続き実施し、乗り心地のさらなる向上や騒音の一層の

低減等に向けた技術開発を推進しました。

販売活動につきましては、「京都・奈良キャンペーン」「ワイドビューで行こうキャ

ンペーン」などの宣伝活動を展開し、引き続き旅行需要の喚起を図りました。また、新

横浜駅ご利用の「のぞみ指定席特急回数券」を追加したほか、「京の遊々きっぷ」や「立

山黒部アルペンきっぷ」などの企画商品の増売に努めました。さらに、おとどけ端末に

ついて、機能充実やサービス向上を図るとともに、名古屋、静岡地区において新たにサ

ービスを展開するなど、引き続き市中販売の強化に取り組みました。

上記の結果、当期の輸送人員は 5 億 1 千 1 百万人（前期比 1.5％減）、輸送人キロは

505 億 6 千 5 百万人キロ（前期比 0.3％減）、営業収益は 1 兆 1,391 億円（前期比 0.2％

増）となりました。

イ．関連事業

関連事業につきましては、駅ビルからの賃貸収入等の安定した収益確保に努めたほか、

不動産分譲では、東海道本線豊田町駅付近の「ジェイハイム豊田本郷」のマンション分

譲が前期販売を完了したのに続き、「ジェイハイム豊田立野」のマンション建設に着手

するとともに、引き続き武豊線亀崎駅付近の「ジェイタウン半田のぞみが丘」の戸建住

宅分譲を進めました。

上記の結果、当期の営業収益は、79 億円（前期比 19.4％減）となりました。

子会社による事業につきましては、ＪＲセントラルタワーズの建設工事、およびその

中で展開する百貨店・ホテル・オフィス賃貸等各事業計画の推進を図るとともに、豊橋

駅ビルに「ホテルアソシア豊橋」を開業しました。

　次期の業績の見通しといたしましては、営業収益 1 兆 1,254 億円、経常利益は 630 億円、

当期利益は 288 億円を見込んでおります。



（２）配　当　政　策

当社は、東京～名古屋～大阪間の大動脈輸送を中心とした鉄道事業を経営の柱とする社

会的使命の強い業種であることから、長期にわたる安定的な経営基盤の確保・強化に努め

るとともに、配当につきましても安定配当の継続を基本方針とし、第４期以降、1 株当た

り年 5,000 円の配当を実施してまいりました。

以上の基本方針に基づき、当期におきましても、中間配当金として１株当たり 2,500 円

を実施し、期末配当金も中間配当金と同様 1 株当たり 2,500 円を予定しております。この

結果、当期の配当性向は 33.5％、株主資本利益率は 7.2％、株主資本配当率は 2.3％とな

ります。

また、当期の内部留保資金につきましては、長期債務の返済資金等に充当し、財務体質

の強化等に努めてまいる所存であります。

次期以降につきましても、より一層の業績の向上に努め、経営基盤の強化を図りつつ安

定配当を維持できるよう努力してまいる所存であります。



（３）－１比較貸借対照表
                                                                                （単位：百万円）

科              目 当 期 末        
(平成10年3月31日現在)

前 期 末        
(平成9年3月31日現在)

増        減

   （ 資 産 の 部 ）          

 流 動 資 産          

  現 金 ・ 預 金           

  未 収 運 賃           

  未 収 金           

  未 収 収 益           

  短 期 貸 付 金           

  有 価 証 券           

  分 譲 土 地 建 物           

  貯 蔵 品           

  前 払 費 用           

  そ の 他 の 流 動 資 産           

  貸 倒 引 当 金           

 固 定 資 産          　  

  鉄 道 事 業 固 定 資 産           

  関 連 事 業 固 定 資 産           

  各 事 業 関 連 固 定 資 産           

  建 設 仮 勘 定           

  投 資 等           

       １８６，５６９

         ３５，４２１

         １１，２９９

           ７，３８５

           ３，７０３

       １０１，９３２

           ６，５６７

           ４，６３４

           ２，８０６

         １３，１９６

       △      ３７７

   ５，７７３，３１１

   ５，２４３，９２８

         ６２，８３６

       １２２，８９３

         ８８，９９７

       ２５４，６５５

       ２３５，８７７

         ４３，９８７

         ２０，８８５

           ６，９４８

           ２，６７１

       １３５，９６０

                 １２

           ６，６５４

           ４，４９７

           ２，９０４

         １２，０３９

       △      ６８４

   ５，８２５，５６７

   ５，２４０，１０９

         ５７，５８５

       １２５，０８９

       １６５，９０８

       ２３６，８７４

 △  ４９，３０７

 △    ８，５６６

 △    ９，５８６

       　　４３７

       １，０３１

 △  ３４，０２８

 △          １２

 △          ８７

       　　１３６

 △          ９８

     　１，１５７

           ３０７

 △  ５２，２５６

     　３，８１８

       ５，２５１

 △    ２，１９５

 △  ７６，９１１

     １７，７８０

  資 産 合 計              ５，９５９，８８０    ６，０６１，４４４  △１０１，５６４

  （注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。                                  
                                                                                                
      
        ２．有形固定資産の減価償却累計額                                                        
                           （ 当   期   末 ）                      （ 前   期   末 ）                               

                            1,643,594百万円                1,488,574百万円                       
                                                                                                
        ３．連帯債務                                                                            
         （１）日本国有鉄道改革法に基づく鉄道債券に係る連帯債務額                               
                           （ 当   期   末 ）                      （ 前   期   末 ）                               
                              107,300百万円                  119,300百万円                       

                     （自社承継額は償還済み）       （自社承継額は償還済み）                      

         （２）財団法人鉄道総合技術研究所の長期借入金に係る連帯債務額                           
                           （ 当   期   末 ）                      （ 前   期   末 ）                               

                               42,200百万円                   41,200百万円                       
                                                                                                
        ４．保証債務及び保証債務予約                                                            
                           （ 当   期   末 ）                      （ 前   期   末 ）                               
              保 証 債 務            44,000百万円                   32,000百万円                       
              保証債務予約      3,000百万円                    3,000百万円                       
                                                                                               
        ５．社債及び鉄道施設購入長期未払金の債務履行引受契約に係る偶発債務                      

                           （ 当   期   末 ）                      （ 前   期   末 ）                               

                              356,587百万円                  286,691百万円               

         
                                                                                                



                                                                                （単位：百万円）

科              目 当 期 末        
(平成10年3月31日現在)

前 期 末        
(平成9年3月31日現在)

増        減

   （ 負 債 の 部 ）         

 流 動 負 債         
  １ 年 以 内 に 返 済 す る            

  長 期 借 入 金            

１ 年 以 内 に 支 払 う             

  鉄道施設購入長期未払金             

  未 払 金           

  未 払 消 費 税 等           

  未 払 法 人 税 等           

  未 払 事 業 税 等           

  未 払 費 用           

  預 り 連 絡 運 賃           

  預 り 金           

  前 受 運 賃           

  そ の 他 の 流 動 負 債           

 固 定 負 債         

  社 債           

  長 期 借 入 金           

  鉄道施設購入長期未払金            

  退 職 給 与 引 当 金           

  そ の 他 の 固 定 負 債           

     負 債 合 計       

       ３８３，９６６

         ２１，９８０

       １４１，６１１

         ７３，０９０

         １６，５７４

         １１，４１８

         　４，４３３

         ４３，３４３

           ６，８８８

           ５，８１１

         ３１，５６２

         ２７，２５２

   ５，０９８，１９３

       １００，０００

       ７６４，７０３

   ４，０１６，９３２

       ２１０，０４６

           ６，５１０

   ５，４８２，１６０

       ３８６，９３７

         １７，５４６

       １３６，９５５

         ８０，２６３

           ３，２８２

         １６，１５７

           ４，９０５

         ４８，２３０

           　　５２７

           ５，９４９

         ４７，９０６

         ２５，２１２

   ５，２１８，８１６

         ５０，０００

       ６８９，１８４

   ４，２７０，６４１

       ２０２，４７７

           ６，５１３

   ５，６０５，７５４

 △    ２，９７０

       ４，４３３

       ４，６５６

 △  　７，１７３

     １３，２９２

 △    ４，７３８

 △        ４７２

 △    ４，８８６

       ６，３６０

 △        １３８

 △  １６，３４３

     　２，０４０

 △１２０，６２３

     ５０，０００

     ７５，５１９

 △２５３，７０９

       ７，５６９

 △            ２

 △１２３，５９３

   （ 資 本 の 部 ）         

 資 本 金         

 法 定 準 備 金         

  資 本 準 備 金           

  利 益 準 備 金           

 剰 余 金               

  圧 縮 記 帳 積 立 金           

 別 途 積 立 金           

  当 期 未 処 分 利 益           

   （ う ち 当 期 利 益 ）

     資 本 合 計       

       １１２，０００

         ６２，００２

         ５３，５００

           ８，５０２

       ３０３，７１７

         １６，５５２

       ２１０，０００

         ７７，１６５

        (３３，４２４)

       ４７７，７２０

       １１２，０００

         ６０，８６２

         ５３，５００

           ７，３６２

       ２８２，８２７

         １６，５５２

       １９０，０００

         ７６，２７５

        (３３，９４９)

       ４５５，６９０

       １，１３９

       １，１３９

     ２０，８９０

     ２０，０００

 　    　　８９０

 (△ 　　　５２５)

     ２２，０２９

   負 債 ・ 資 本 合 計             ５，９５９，８８０    ６，０６１，４４４  △１０１，５６４



（３）－２比較損益計算書
                                                                              （単位：百万円）

    科              目

    当            期

  平成  9年 4月  1日から          
  平成 1 0年 3月 3 1日まで          

    前            期

  平成  8年 4月  1日から          
  平成  9年 3月 3 1日まで          

   増      減

 経 常 損 益 の 部          

   （ 営 業 損 益 の 部 ）          

   鉄 道 事 業           

     営 業 収 益          

     営 業 費          

     営 業 利 益          

   関 連 事 業           

     営 業 収 益          

     営 業 費          

     営 業 利 益          

   全 事 業 営 業 利 益           

   （ 営 業 外 損 益 の 部 ）          

   営 業 外 収 益           

   営 業 外 費 用           

   経 常 利 益           

 特 別 損 益 の 部          

   特 別 利 益           

   特 別 損 失           

   税 引 前 当 期 利 益           

   法 人 税 等           

   当 期 利 益           

   前 期 繰 越 利 益           

   中 間 配 当 額           

   中 間 配 当 に 伴 う           

　 利 益 準 備 金 積 立 額           

   当 期 未 処 分 利 益           

   １，１３９，１３５

       ７７３，０６１

       ３６６，０７４

           ７，９７７

           ５，３７８

           ２，５９８

       ３６８，６７２

           ７，９８２

       ３１５，１９４

         ６１，４６０

         １７，１２５

         １５，１８５

         ６３，４００

         ２９，９７６

         ３３，４２４

         ４９，９０１

           ５，６００

               ５６０

         ７７，１６５

   １，１３６，３４２

       ７５８，５２５

       ３７７，８１６

           ９，９０３

           ７，１１８

           ２，７８４

       ３８０，６０１

           ７，９８１

       ３２２，２６１

         ６６，３２１

         ３７，５９２

         ３６，６２８

         ６７，２８４

         ３３，３３４

         ３３，９４９

         ４８，４８５

           ５，６００

               ５６０

         ７６，２７５

     ２，７９３

   １４，５３５

 △１１，７４２

 △  １，９２６

 △  １，７３９

 △      １８６

 △１１，９２８

 　        　１

 △  ７，０６６

 △  ４，８６０

 △２０，４６６

 △２１，４４２

 △  ３，８８４

 △  ３，３５８

 △  　　５２５

     １，４１５

         ８９０

  （注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

                                                                                              

        ２．特別利益の主な内訳            （当      期）        （前      期）    

              工事負担金受入額等            15,052百万円          33,381百万円    

        ３．特別損失の主な内訳            （当      期）        （前      期）    

              工事負担金受入額等圧縮損      14,984百万円          35,109百万円    



    重要な会計方針

  １．有価証券（信託によるものを含む）の評価基準及び評価方法

      移動平均法による原価法によっています。

   

  ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

   (１) 分譲土地建物

        個別法による原価法によっています。

   (２) 貯蔵品 

        移動平均法による原価法によっています。  

  ３．有形固定資産の減価償却方法

   (１) 取替資産以外の資産

      ①  新幹線鉄道施設に係る建物及び構築物並びにリニア実験線施設に係る建物及び構築物

          法人税法に定める定額法によっています。

      ②  その他の資産

          法人税法に定める定率法によっています。

          なお、新幹線車両については走行キロを基準として増加償却を行っています。

   (２) 取替資産

        法人税法に定める取替法によっています。       

  ４．繰延資産の処理方法   

      支出時に全額費用として処理しています。

  ５．引当金の計上基準

   (１) 貸倒引当金

        債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法による繰入限度相当額（法定繰入率）を計上して

       います。

   (２) 退職給与引当金

        従業員の退職給与の支給に備えるため、期末在職者の自己都合要支給額を基礎とする現価方式によ

       り計上しています。

         

  ６．リース取引の処理方法

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

  ７．厚生年金移換負担金の処理方法

      厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成８年法律第82号）により、日本鉄道共済組合から厚生

    年金へ移換すべき積立金の不足額は事業主が負担することとなっており、当社の負担額29,066百万円は、

投資等の長期前払費用に計上し、当期より５年間にわたって均等に分割して費用計上しています。

  ８．消費税等の会計処理方法         

税抜方式によっています。   

  



  リース取引関係

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

  １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額                        

                                                                              （単位 百万円）   

当 期 末           前 期 末           

取得価額
相 当 額    

減価償却
累 計 額    
相 当 額    

期 末   
残 高   
相当額

取得価額
相 当 額    

減価償却
累 計 額    
相 当 額    

期 末   
残 高   
相当額

鉄 道 事 業        
固 定 資 産        

     6,936      2,365      4,571      5,593      2,462      3,130

関 連 事 業        
固 定 資 産        

        30         16         14         48         29         18

各 事 業 関 連        
固 定 資 産        

     3,121      1,483      1,637      3,933      1,547      2,386

合 　     計     10,088      3,865      6,223      9,575      4,039      5,535

                                                                                                

   （注） 取得価額相当額の算定は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合　

　　　　が低いため、支払利子込み法によっています。

  ２．未経過リース料期末残高相当額

                              （当  期  末）               （前  期  末）                                

      １ 年 内                ２，００８百万円        １，７８６百万円                        

      １ 年 超                ４，２１４百万円        ３，７４９百万円                        

      合 計                ６，２２３百万円        ５，５３５百万円                        

 

 

   （注） 未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高　

　　　　等に占める割合が低いため、支払利子込み法によっています。

  ３．支払リース料及び減価償却費相当額

                              （当      期）               （前      期）                                 

      支 払 リ ー ス 料          　    ２，２１８百万円        １，６７０百万円     

      減 価 償 却 費 相 当 額            　  ２，２１８百万円        １，６７０百万円                        

                                                                      

  ４．減価償却費相当額の算定方法

    　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

                                                                      

                                                                      

                                                                      

                                                                                              



（３）－３比較利益処分案
                                                                              （単位：百万円）

     科                  目     当          期     前          期     増    減

  当 期 未 処 分 利 益              

  これを次のとおり処分します。

  利 益 準 備 金              

  配 当 金              

  役 員 賞 与 金              

    （ う ち 監 査 役 賞 与 金 ）            

  別 途 積 立 金              

  次 期 繰 越 利 益              

       ７７，１６５

             ５７９

         ５，６００

 (１株につき2,500円)

             １９６

              (１２)

       ２０，０００

       ５０，７８８

       ７６，２７５

             ５７９

         ５，６００

 (１株につき2,500円)

             １９４

              (１２)

       ２０，０００

       ４９，９０１

       ８９０

           ０

           ２

        (　０)

       ８８７

  （注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

        ２．平成８年12月10日に１株につき2,500円の中間配当を実施しました。

        ３．平成９年12月10日に１株につき2,500円の中間配当を実施しました。



（ ４ ） 部 門 別 売 上 高 明 細 表
   
   

    営 業 収 益 の 内 訳                                                                  （ 単 位 ： 億 円 ）

比               較

項         目

当       期

 平 成 　9 年4 月 　1 日 か ら

 平 成1 0 年3 月3 1 日 ま で

前       期

 平 成8 年4 月 　1 日 か ら

 平 成9 年3 月3 1 日 ま で 増        減 比    率 ％

鉄 定 期                   ４ ３ ９          ４ ４ ３  △          ３       99.1

道 定 期 外           １ ０ ， ３ ４ ０    １ ０ ， ２ ８ ３           ５ ６      100.6

事

旅

客

運

賃

・

料

金 計     １ ０ ， ７ ８ ０    １ ０ ， ７ ２ ７           ５ ２      100.5

業
小 荷 物 運 賃 ・ 料 金                      1              ２  △          ０       86.0

営

旅

客

運

輸

収

入

  合          計    １ ０ ， ７ ８ ２    １ ０ ， ７ ２ ９           ５ ２      100.5

業 鉄 道 線 路 使 用 料 収 入                      ４ ０            ３ ５           　 ５      114.2

収
運 輸 雑 収                    ５ ６ ８          ５ ９ ８  △        ２ ９       95.0

益
鉄 道 事 業 営 業 収 益 計              １ １ ， ３ ９ １    １ １ ， ３ ６ ３           ２ ７      100.2

不 動 産 賃 貸 収 入                      ６ １            ５ ６             ４      108.8

そ の 他 の 営 業 収 入                      １ ８            ４ ２  △        ２ ４       43.5

関

連

事

業

営

業

収

益 関 連 事 業 営 業 収 益 計                      ７ ９            ９ ９  △        １ ９       80.6

全 事 業 営 業 収 益               １ １ ， ４ ７ １    １ １ ， ４ ６ ２           　 ８      100.1

     （ 注 ） 記 載 金 額 は 、 億 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て い ま す 。                                        

                                                                                                  

 



（５）有価証券の時価等
                                                                                           （単位：百万円）     

当期末（平成10年3月31日現在） 前期末（平成9年3月31日現在）

  種               類 貸 借 対 照 表      
計   上   額

時        価 評 価 損 益      
貸 借 対 照 表      
計   上   額

時        価 評 価 損 益      

          －

          －

          －

          －

          －

          －

          －

          －

          －

           5

           6

          －

           5

           6

          －

           0

           0

          －

(1)流動資産に属するもの

     株            式

     債            券

     そ の 他        

       小        計           －           －           －           12           12            0

      43,299

          16

          －

      78,193

          17

          －

      34,893

           0

          －

      51,583

          17

          －

     134,245

          17

          －

      82,662

           0

          －

(2)固定資産に属するもの

     株            式

     債            券

     そ の 他        

       小        計       43,316       78,210       34,894       51,600      134,263       82,663

合          計       43,316       78,210       34,894       51,612      134,276       82,663

  （注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。                                                

                                                                                                                

        ２．時価の算定方法                                                                                      

          (1) 上場有価証券                  主に東京証券取引所の最終価格

          (2) 気配等を有する有価証券        日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配等

　　　　　　　（上場、店頭売買有価証券を除く）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　

　　　　３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

                                                 　          　   （ 当 期 末 ）             （ 前 期 末 ）                   

                固定資産に属するもの

                非 上 場 株 式 （ 店 頭 売 買 株 式 を 除 く ）                                85,676百万円        82,280百万円              

                （うち関係会社株式）                               （81,434百万円）    （77,896百万円）

                優 先 出 資 証 券                                   499百万円            －百万円

（６）デリバティブ取引の契約額等

          当社は、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。



参考

旅客輸送人キロ及び旅客運輸収入の比較

（単位：百万人キロ、億円）

平成９年度 平成８年度 前年度比(%)

定　期 ９９２　 ９７３　 １０１．９ 

定期外 ４０，０９８　 ４０，０００　 １００．２ 

新

幹

線
合　計 ４１，０９０　 ４０，９７３　 １００．３ 

定　期 ５，０９３　 ５，２１８　 ９７．６ 

定期外 ４，３８３　 ４，５１３　 ９７．１ 

在

来

線
合　計 ９，４７６　 ９，７３１　 ９７．４ 

定　期 ６，０８５　 ６，１９１　 ９８．３ 

定期外 ４４，４８１　 ４４，５１４　 ９９．９ 

旅

客

輸

送

人

キ

ロ
合

　

計
合　計 ５０，５６５　 ５０，７０５　 ９９．７ 

定　期 １２１　 １１７　 １０３．７ 

定期外 ９，４９１　 ９，４１２　 １００．８ 

新

幹

線
計 ９，６１３　 ９，５２９　 １００．９ 

定　期 ３１８　 ３２６　 ９７．５ 

定期外 ８４８　 ８７１　 ９７．４ 

在

来

線
計 １，１６６　 １，１９７　 ９７．４ 

定　期 ４３９　 ４４３　 ９９．１ 

定期外 １０，３４０　 １０，２８３　 １００．６ 

旅

客

運

賃

・

料

金
合

　

計
計 １０，７８０　 １０，７２７　 １００．５ 

小荷物運賃・料金 １　 ２　 ８６．０ 

旅

客

運

輸

収

入

合　計 １０，７８２　 １０，７２９　 １００．５ 

　（注）１．輸送人キロ単位未満端数四捨五入

　　　　２．運輸収入単位未満端数切捨

長　期　債　務　残　高　比　較

（単位：億円）

９ 年 度

期末残高

８ 年 度

期末残高
増減

長期債務合計 ５０，４５２ ５１，６４３　 △１，１９０ 

　（注）　単位未満端数切捨


